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2026年９月１日  

各  位 

 

会 社 名 株 式 会 社 ひ ら ま つ 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 C E O 三 須 和 泰 

（ コ ー ド 番 号  2 7 6 4   東 証 ス タ ン ダ ー ド ） 

問 合 せ 先 執行役員 経営管理本部長 服 部 亮 人 

（ T E L ：  0 3  -  5 7 9 3  -  8 8 1 8 ） 

 

 
 

当社連結子会社による株式譲渡契約締結（孫会社化）に関するお知らせ 
 
 

当社は、2026年８月 28日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社 HRMI（以下

「HRMI」）を通じて、有限会社にんじんハウス（以下「にんじんハウス」）の全株式を取得することを決議

し、2026年９月１日付で株式譲渡契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 
 
１．株式取得の理由 

当社グループは、中期経営計画「中期経営計画 2030」において、オーガニック成長に加え、M&Aを活用し

た事業ポートフォリオの拡張による非連続な成長の実現を掲げております。2026年４月には、事業投資子会

社である株式会社 HRMIを通じて、イタリア・サルデーニャ料理レストラン「Tharros（タロス）」を運営す

る株式会社 UNIVERSOの全株式を取得しており、本件は当社グループの M&A戦略における第２号案件となりま

す。  

にんじんハウスは、1983年の創業以来（2003 年に法人化）、東京都多摩地域において洋菓子店「Quatre 

Quarts（キャトルキャール）」を展開し、現在、同地域に３店舗を有しております。セントラルキッチンを

備え、生菓子・焼き菓子からジェラートに至る幅広い商品を自社で製造し、各店舗にて販売するとともに、

長年にわたり地域のお客様に支持される店舗運営のノウハウを有しております。 

当社グループは、本件を通じて、一定の収益性を有する洋菓子事業を新たな事業領域として取り込みま

す。さらに将来的には、にんじんハウスが有する製造機能及び洋菓子の製造・販売に関するノウハウを活用

し、当社グループの既存事業との連携によるシナジーの創出を図り、新たな洋菓子ブランドの展開等も含め

た物販事業の拡大及び当社グループのパティシエの活躍の場の拡大につなげてまいります。 

これらを通じて、当社グループの収益基盤及び事業ポートフォリオの強化を図り、中長期的な企業価値の

向上を目指してまいります。 

  

２．異動する孫会社（にんじんハウス）の概要 

１ 名 称 有限会社にんじんハウス 

２ 所 在 地 東京都小平市鈴木町１－466―20 

３ 代 表 者 代表取締役 横川真一 

４ 事 業 内 容 洋菓子の製造、販売。 

洋菓子店の運営（パティスリー「キャトルキャール」） 

５ 資 本 金 ３百万円 

６ 設 立 年 月 日 2003年９月 18日 

７ 大株主及び持株比率 横川真一 100％ 
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８ 上 場 会 社 と 当 該 

会 社 と の 関 係 
資 本 関 係   該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

９ 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態                    単位：千円 

決 算 期 2023年８月期 2024年８月期 2025年８月期 

売 上 高 319,764 247,865 230,060 

営 業 利 益 933 △8,748 3,973 

経 常 利 益 1,457 △20,037 5,246 

当 期 純 利 益 1,457 △20,037 5,246 

事業所数（店舗数） ４ ３ ３ 

 

３．株式取得を行う連結子会社の概要 

１ 名 称 株式会社 HRMI 

２ 所 在 地 東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 

３ 代 表 者 代表取締役 服部亮人 

４ 事 業 内 容 事業投資および経営支援 

５ 資 本 金 ９百 50 万円 

６ 設 立 年 月 日 2026年３月 17日 

７ 大株主及び持株比率 株式会社ひらまつ 100％ 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

１ 異動前の所有株式数 ０株（議決権所有割合：０％） 

２ 取 得 株 式 数 60株 

３ 取 得 価 額 相手先との守秘義務により非開示 

４ 異動後の所有株式数 60株（議決権所有割合：100％） 

 

５．日程 

１ 当社取締役会決議日 2026年８月 28日 

２ 契 約 締 結 日 2026年９月１日 

３ 株 式 譲 渡 実 行 日   2026年９月 1日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件が 2027年３月期の連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、中長期的には当社

グループの企業価値向上に資するものと考えております。 

今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 
以上 


